
 

平成２５年１２月１８日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官  

平成●●年(○○)第●●号 配当異議控訴事件（原審・さいたま地方裁判所平成●●

年(○○)第●●号） 

口頭弁論終結日 平成２５年１０月３０日 

 

判     決 

控訴人            有限会社Ｘ 

被控訴人           国 

被控訴人           Ｙ１市 

被控訴人           株式会社Ｙ３ 

被控訴人           Ｙ２ 

 

主     文 

１ 原判決を取り消す。 

２ 控訴人の本件訴えを却下する。 

３ 訴訟費用は、第１、２審を通じ、控訴人の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 当事者の求めた裁判 

１ 控訴人 

（１） 原判決を取り消す。 

（２） さいたま地方裁判所が同庁平成●●年(○○)第●●号担保不動産競売事件

につき平成２５年１月１１日に作成した配当表の「配当実施額等」の欄の

うち、被控訴人国（東村山税務署）への配当額１７２万７１８８円とある

のを０円と、被控訴人Ｙ１市への配当額６万５７００円とあるのを０円と、

被控訴人株式会社Ｙ３及び被控訴人Ｙ２への配当額７５２万５１１３円と
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あるのを０円と、剰余金９３１万８００１円を控訴人に交付すると、それ

ぞれ変更する。 

（３） 訴訟費用は、第１、２審を通じ、被控訴人らの負担とする。 

２ 被控訴人国 

（１） 原判決のうち、被控訴人国に関する部分を取り消す。 

（２） 控訴人の被控訴人国に対する訴えを却下する。 

（３） 訴訟費用のうち、控訴人と被控訴人国との間に生じた部分は、第１、２

審を通じ、控訴人の負担とする。 

３ 被控訴人Ｙ１市 

（１） 本件控訴を棄却する。 

（２） 控訴費用は控訴人の負担とする。 

４ 被控訴人株式会社Ｙ３（以下「被控訴人Ｙ３」という。）及び被控訴人Ｙ２

（以下「被控訴人Ｙ２」という。） 

（１） 本件控訴を棄却する。 

（２） 控訴費用は控訴人の負担とする。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、別紙物件目録記載の各不動産（以下「本件各不動産」という。）に

ついて、株式会社Ｂ（以下「Ｂ」という。）が抵当権（平成２０年１２月２５

日受付同日設定を原因とする設定登記）に基づいて申し立てた担保不動産競売

事件（さいたま地方裁判所平成●●年(○○)第●●号。以下「本件競売事件」と

いう。）の債務者である控訴人が、本件競売事件における平成２５年１月１１

日付けの配当表につき、同日の配当期日で配当異議の申出をした上で、同月１

８日に同裁判所に本件訴えを提起し、本件競売事件における競売開始決定当時、

本件各不動産は、不動産登記簿上は有限会社Ａ（以下「Ａ」という。）の所有

名義になっていたが、真実の所有者は控訴人であると主張して、この配当表に

つき、被控訴人らに対する各配当額を０円に、同各配当額とされている分を剰
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余金として控訴人に交付することにそれぞれ変更することを求める配当異議訴

訟である。 

２ 原審は、控訴人の被控訴人らに対する請求をいずれも棄却したため、控訴人

がこれを不服として本件控訴をした。 

３ 前提事実（甲１、２、乙１ないし７、弁論の全趣旨） 

（１） 本件各不動産に係る所有権移転登記等 

ア 控訴人は、平成１６年５月２０日、本件各不動産を売買により取得し、

その旨の所有権移転登記をした。 

イ 控訴人は、平成２０年１２月２５日、本件各不動産につき、Ｂとの間

で、Ｂを抵当権者、控訴人を債務者、原因を同日金銭消費貸借、債権額を

１１００万円とする抵当権（以下「本件抵当権」という。）を設定し、そ

の旨の登記がされた。 

ウ その後、本件各不動産につき、控訴人からＡに対し、平成２３年８月

２６日売買を原因として、所有権移転登記がされた。 

（２） 本件競売事件の経過等 

ア Ｂは、本件抵当権に基づき、さいたま地方裁判所（以下「執行裁判所」

という。）に対し、本件各不動産の競売を申し立てた。 

イ 執行裁判所は、平成２４年１月１３日、申立債権者をＢ、債務者を控

訴人、所有者をＡとする担保不動産競売開始決定（以下「本件競売開始決

定」という。）をし、同月１６日、本件各不動産につき、同決定を原因と

する差押登記がされた。 

ウ 本件競売開始決定時、本件各不動産には、本件抵当権のほか、次の各

登記がされていた。 

（ア） 平成２２年７月２７日受付の抵当権設定仮登記 

原因  同月２１日金銭消費貸借同日設定 

債権額 ２００万円 
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債務者 控訴人 

権利者 Ｅ 

（イ） 平成２３年８月２６日受付の根抵当権設定仮登記 

原因  同日設定 

極度額 ２０００万円 

債務者 Ａ 

権利者 被控訴人Ｙ３ 

エ 本件競売開始決定後、前記ウ（イ）の根抵当権設定仮登記につき、平

成２４年９月１０日受付で、権利者を被控訴人Ｙ２、原因を同月６日譲渡

とする根抵当権移転仮登記がされた。 

オ （ア） 被控訴人国（東村山税務署長）は、平成２４年２月２１日、

執行裁判所に対し、滞納者Ａに係る滞納税金の交付要求をした。 

（イ） 被控訴人Ｙ１市は、同年３月９日、執行裁判所に対し、滞納者

Ａに係る滞納税金の交付要求をした。 

カ （ア） 執行裁判所は、平成２４年９月１９日、有限会社Ｆに対し、

本件各不動産の売却許可決定（売却代金は２６５５万円）をした。 

（イ） 同有限会社は、同年１１月１９日、売却代金２６５５万円を執

行裁判所に納付し、同月２０日、本件各不動産につき、担保不動

産競売による売却を原因として、同有限会社に対する所有権移転

登記がされた。 

（３） 控訴人の配当異議等 

ア 執行裁判所は、本件各不動産の上記売却代金２６５５万円について、

Ｂの手続費用に係る配当額を６５万１８１２円、Ｂに対する本件抵当権に

係る配当額を１４２８万７７８７円、本件各不動産に係る抵当権設定仮登

記（前記（２）ウ（ア））の権利者Ｅに対する配当額を２２９万２４００

円、被控訴人国（公債権グループ）の公租（滞納者Ａ）に対する配当額を
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１７２万７１８８円、被控訴人Ｙ１市（公債権グループ）の公租（滞納者

Ａ）に対する配当額を６万５７００円、本件各不動産に係る根抵当権設定

仮登記（前記（２）ウ（イ））の権利者被控訴人Ｙ３及び同根抵当権移転

仮登記（前記（２）エ）の権利者被控訴人Ｙ２に対する配当額を７５２万

５１１３円などとする平成２５年１月１１日付け配当表（以下「本件配当

表」という。）を作成した。 

イ 控訴人は、平成２５年１月１１日の配当期日において、本件配当表に

つき、Ｅを除くＢ及び被控訴人らに対する配当額の全額に異議を申し出、

同月１８日、本件配当異議の訴えを提起した。 

４ 当事者の主張 

（１） 控訴人 

ア （本案前の主張） 

（ア） 被控訴人国は形式的な手続論（民事執行法）で配当異議の却下を

求めているが、配当についての民事執行法は事務的な方法を定めた規

定に過ぎず、憲法が保障した財産権（憲法２９条）に優先しないこと

は明らかである。 

（イ） そもそもＡへの所有権移転の登記は詐欺によるものであるため、

被控訴人国及び被控訴人Ｙ１市の交付要求は盗徒からの配当を求め

ているようなもので正義に反する行為であり、即刻、交付要求を取り

下げるべきである。 

イ （本案の主張） 

（ア） 本件各不動産につき、平成２３年８月２６日売買を原因として控

訴人からＡへの所有権移転登記がされているが、このような売買契約

は締結されておらず、この所有権移転登記も控訴人の意思に基づかな

いでされた不実・無効のものである。したがって、この所有権移転登

記の有効性を前提とする根抵当権設定仮登記（登記簿上の権利者は被
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控訴人Ｙ３）及び同根抵当権設定仮登記（登記簿上の権利者は被控訴

人Ｙ２）並びに被控訴人国及び被控訴人Ｙ１市のＡに対する滞納処分

も、いずれも無効のものと評価できる。 

（イ） 控訴人からＡへの名義変更は、詐欺行為によってされたものであ

り、本件各不動産について控訴人を売主、Ａを買主とする売買契約書

は偽造である。本件各不動産について、Ａへの所有権移転登記がされ

たのは平成２３年８月２６日であるが、それ以前の平成２０年１２月

２５日に本件抵当権の設定登記がされ、平成２２年７月２７日にＥを

権利者とする債権額２００万円の抵当権設定仮登記がされ、さらに、

同年１１月２４日にはＧ県の差押登記がされている。このような物件

を、先順位の権利問題を処理しないまま購入するなど常識的にあり得

ない。 

（ウ） 被控訴人Ｙ３は、Ａに対する資金提供を通じてＡの詐欺行為に加

担したのであって、そのような不法行為によって得た債権が正当なも

のであるはずがないし、被控訴人国をはじめとする公的機関がその上

前をはねるというような配当は、正義に反し不法で無効というべきで

ある。 

（エ） Ｂは、本件各不動産に対する競売申立ての時点において、本件抵

当権に係る被担保債権を有していなかったから、この競売申立ては違

法かつ無効であり、競売手続そのものが無効であって、配当手続も無

効ある。 

（２） 被控訴人国 

ア 控訴人の被控訴人国に対する訴えは不適法であるから、却下すべきで

ある。 

イ 民事執行法は、不動産に対する担保競売手続の開始段階においては、

第三者異議の訴え等を用意し、実体的な権利関係を手続に反映させること
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により担保競売手続の実体的正当性を保障し、競売対象不動産の換価及び

その売却代金の配当の段階においては、配当異議の訴えを用意し、配当の

実体的正当性を保障しているのであり、こうした不動産に対する担保競売

手続の制度設計・構造を前提にすると、配当異議の訴えは、執行の開始か

ら換価に至るまでの手続が正当に行われたことを前提に、債権者にとって

満足的な段階である配当手続において、配当額の基礎となる債権との関係

で、配当内容の実体的適否を判決手続により確定することをその役割とす

るものであるといえる。 

ウ しかるに、配当異議の訴えにおいて、競売対象不動産の所有権等の帰

属を争わせるとすると、競売対象不動産の登記名義人を執行債務者とする

ことの実体的正当性を前提に進行してきた担保不動産競売手続について、

配当の段階において、その前提としていた執行対象財産の所有権の帰属に

ついての実体的適否の判断を求めることになるものであって、これが第三

者異議の訴えの対象となるか否かはともかく、配当異議の訴えにおいて、

その判断を求めることは、法が許容しないものであるといわざるを得ない。 

エ 以上のように、配当異議の訴えにおいて、競売対象不動産の所有権等

の帰属を争うことは、①競売対象不動産の登記名義人を執行債務者として

確定し、その実体的正当性を前提に進行してきた担保不動産競売手続につ

いて、既に債権者にとって満足的な段階である配当手続においてその前提

を覆すことになること、②本質的には債権者間の権利調整のための手続で

あるという配当異議の訴えの性格にそぐわないこと、③新たな執行債務者

の債権者に対する手続保障を著しく欠くことになることから、そのような

内容の訴えは、法が許容しないものとして不適法というべきである。 

オ 控訴人の被控訴人国に対する訴えは、競売対象不動産である本件各不

動産の所有権の帰属を配当異議の訴えの中で争おうとするものであって、

法が許容しない不適法なものであるから、却下されるべきである。 
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（３） 被控訴人Ｙ１市 

本件各不動産について、控訴人からＡに対する売買契約が締結されておら

ず所有権移転登記が無効であるとの控訴人の主張、及び被控訴人Ｙ１市の

滞納処分が無効であるとの控訴人の主張は争う。 

また、本件競売事件の競売手続及び配当手続が無効であるとの控訴人の主

張は争う。 

（４） 被控訴人Ｙ３及び被控訴人Ｙ２ 

本件各不動産については、控訴人とＡとの間で有効に売買契約が締結され

て所有権移転登記がされたものである。 

この売買契約の効力が本件の競売に影響を及ぼすことはあり得ないし、競

売手続が完了した現時点において、競売申立てが無効であるとの控訴人の

主張は無意味である。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 不動産を目的とする担保権の実行としての競売における配当手続については、

民事執行法１８８条において、不動産に対する強制競売における債務者の配当

異議の申出等に関する同法８９条１項及び９０条１項の規定が準用されている

ところ、競売申立てに係る抵当権が当該不動産の所有者以外の者の債務の担保

のために設定されたものである場合には、上記準用に係る規定における「債務

者」には、当該不動産の所有者のほか、上記被担保債権の債務者も含まれ、こ

の債務者も、被担保債権その他自己の債権者の債権への配当額に変動を生じ得

る範囲において、配当異議の申出等をすることができると解するのが相当であ

る（最高裁判所平成９年２月２５日第三小法廷判決・民集５１巻２号４３２頁

参照）。 

２ これを本件について見るに、前記前提事実によれば、控訴人は、本件抵当権

の被担保債権の債務者であるから、この被担保債権についてのＢへの配当額又

は自己の債権者であるＥへの配当額に変動を生じ得る範囲においてのみ配当異
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議の申出等をすることができるものである。 

しかるに、控訴人の被控訴人らに対する本件訴えの趣旨は、要するに、本件

各不動産の真実の所有者が控訴人であることを理由として、本件配当表につき、

被控訴人らに対する各配当額を本件配当表に記載された各金額からいずれも０

円に、当該金額を剰余金として控訴人に交付することにそれぞれ変更すること

を求めるものであるから、Ｂ又はＥへの配当額に変動を生じさせることを目的

とするものとはいえない。 

したがって、本件配当異議の訴えは、訴えの利益を欠き、不適法というべき

である。 

第４ 結論 

よって、本件訴えは不適法であるから却下すべきところ、これと異なる原判

決を取り消して、本件訴えを却下することとし、訴訟費用の負担につき民事訴

訟法６７条１項、６１条を適用して、主文のとおり判決する。 

 

東京高等裁判所第１１民事部 

裁判長裁判官     瀧澤 泉 

裁判官        寺本 昌広 

裁判官        梶 智紀 
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（別紙）             物件目録 

 

１ 所在     上尾市 

地番      

地目     宅地 

地積     １９８.３４平方メートル 

 

２ 所在     上尾市 

地番      

地目     宅地 

地積     ６６.１１平方メートル 

 

３ 所在     上尾市 

家屋番号    

種類     居宅 

構造     木造セメント瓦葺平家建 

床面積    ３１.０３平方メートル 

以上 
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